
 算定基準  

基   準 解 釈 通 知 

●サービス提供体制強化加算 
別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているもの

として都道府県知事に届け出た指定訪問入浴介護事業

所が、利用者に対し、指定訪問入浴介護を行った場合

は、１回につき所定単位数を加算する。ただし、次に

掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イ      36単位 

⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロ        24単位 

 
※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとお

り。 

  訪問入浴介護費におけるサービス提供体制強化加算

の基準 

イ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イ  

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑴  指定訪問入浴介護事業所（指定居宅サービス等

基準第四十五条第一項に規定する指定訪問入浴介

護事業所をいう。以下同じ の全ての訪問入浴介

護従業者（指定居宅サービス等基準第四十五条第

一項に規定する訪問入浴介護従業者をいう。以下

同じ に対し、訪問入浴介護従業者ごとに研修計

画を作成し、当該計画に従い、研修（外部におけ

る研修を含む を実施又は実施を予定しているこ

と。 

⑵  利用者に関する情報若しくはサービス提供に当

たっての留意事項の伝達又は当該指定訪問入浴介

護事業所における訪問入浴介護従業者の技術指導

を目的とした会議を定期的に開催すること。 

⑶  当該指定訪問入浴介護事業所の全ての訪問入浴

介護従業者に対し、健康診断等を定期的に実施す

ること。 

⑷  当該指定訪問入浴介護事業所の介護職員の総数

のうち、介護福祉士の占める割合が百分の四十以

上又は介護福祉士、実務者研修修了者及び介護職

員基礎研修課程修了者の占める割合が百分の六十

以上であること。 

ロ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロ 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑴  イ⑴から⑶までに掲げる基準のいずれにも適

合すること。 

⑵  当該指定訪問入浴介護事業所の介護職員の総

数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の三

十以上又は介護福祉士、実務者研修修了者及び

介護職員基礎研修課程修了者の占める割合が百

分の五十以上であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7)サービス提供体制強化加算について 

① 研修について 

訪問入浴介護従業者ごとの｢研修計画｣については、

当該事業所におけるサービス従事者の資質向上のため

の研修内容の全体像と当該研修実施のための勤務体制

の確保を定めるとともに、訪問入浴介護従業者につい

て個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時

期等を定めた計画を策定しなければならない。 

② 会議の開催について 

｢利用者に関する情報若しくはサービス提供に当た

っての留意事項に係る伝達又は当該指定訪問入浴介護

事業所における訪問入浴介護従業者の技術指導を目的

とした会議｣とは、当該事業所においてサービス提供に

当たる訪問入浴介護従業者のすべてが参加するもので

なければならない。なお、実施に当たっては、全員が

一堂に会して開催する必要はなく、いくつかのグルー

プに分かれて開催することで差し支えない。会議の開

催状況については、その概要を記録しなければならな

い。なお、｢定期的｣とは、おおむね 1月に 1回以上開

催されている必要がある。同号イ(2)(ニ)の｢利用者に

関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事

項｣とは、少なくとも、次に掲げる事項について、その

変化の動向を含め、記載しなければならない。 

・利用者のＡＤＬや意欲 

・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望 

・家族を含む環境 

・前回のサービス提供時の状況 

・その他のサービス提供に当たって必要な事項 

③ 健康診断等について 

同号イ(3)の健康診断等については、労働安全衛生法 

により定期に実施することが義務付けられた｢常時使

用する労働者｣に該当しない訪問入浴介護従業者も含

めて、少なくとも 1年以内ごとに 1回、事業主の費用

負担により実施しなければならない。新たに加算を算

定しようとする場合にあっては、当該健康診断等が 1

年以内に実施されることが計画されていることをもっ

て足りるものとする。 

④ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法によ

り算出した前年度（3月を除く。）の平均を用いること

とする。ただし、前年度の実績が 6月に満たない事業

所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）

については、届出日の属する月の前 3月について、常

勤換算方法により算出した平均を用いることとする。

したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業

者については、4 月目以降届出が可能となるものであ

ること。 

なお、介護福祉士又は実務者研修修了者若しくは介

護職員基礎研修課程修了者については、各月の前月の

末日時点で資格を取得している又は研修の課程を修了

している者とすること。 

⑤ 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以

降においても、直近 3月間の職員の割合につき、毎月

継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお、

その割合については、毎月記録するものとし、所定の

割合を下回った場合については、直ちに第一の 5の届

出を提出しなければならない。 

⑥ 同一の事業所において介護予防訪問入浴介護を一体

的に行っている場合においては、本加算の計算も一体



 

 

 

 

 

 

 

的に行うこととする。 

●介護職員処遇改善加算(Ⅰ)～(Ⅳ) 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとして都道府

県知事に届け出た指定訪問介護事業所が、利用者に対

し、指定訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる

区分に従い、平成 30年３月 31日までの間、次に掲げ

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次

に掲げるその他の加算は算定しない。 

(1) 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからホまでにより

算定した単位数の 1000分の 34に相当する単位数 

(2) 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからホまでにより

算定した単位数の 1000分の 19に相当する単位数 

(3) 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) (2)により算定した単

位数の 100分の 90に相当する単位数 

(4) 介護職員処遇改善加算(Ⅳ) (2)により算定した単

位数の 100分の 80に相当する単位数 

 

別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。  

訪問介護費における介護職員処遇改善加算の基準 

イ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1)介護職員の賃金（退職手当を除く）の改善（以下「賃

金改善」という）に要する費用の見込額が介護職員処

遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計

画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じてい

ること。 

(2)指定訪問入浴事業所において、(1)の賃金改善に関す

る計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他

の介護職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員処

遇改善計画書を作成し、全ての介護職員に周知し、都

道府県知事（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七

号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指

定都市」という）及び同法第二百五十二条の二十二第

一項の中核市（以下「中核市」という）にあっては、

指定都市又は中核市の市長。第三十五号及び第六十五

号を除き、以下同じ）に届け出ていること。 

(3) 介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改

善を実施すること。 

(4) 当該指定訪問入浴事業所において、事業年度ごとに

介護職員の処遇改善に関する実績を都道府県知事に報

告すること。 

(5) 算定日が属する月の前十二月間において、労働基準

法（昭和二十二年法律第四十九号）、労働者災害補償

保険法（昭和二十二年法律第五十号）、最低賃金法（昭

和三十四年法律第百三十七号）、労働安全衛生法（昭

和四十七年法律第五十七号）、雇用保険法（昭和四十

九年法律第百十六号）その他の労働に関する法令に違

反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。 

(6) 当該指定訪問入浴事業所において、労働保険料（労

働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和四十四年

法律第八十四号）第十条第二項に規定する労働保険料

をいう。以下同じ）の納付が適正に行われていること。 

(7) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

 

(8)介護職員処遇改善加算について 

訪問介護と同様であるので 2の(2)を参照されたい。 

 （以下、内容） 

 介護職員処遇改善加算の内容については、別途通知

（「介護職員処遇改善加算に関する基本的考え方並びに

事務処理手順及び様式例の提示について」）を参照するこ

と。 



(一) 介護職員の任用の際における職責又は職務内容

等の要件（介護職員の賃金に関するものを含む）を

定めていること。 

(二) (一)の要件について書面をもって作成し、全て

の介護職員に周知していること。 

(三) 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策

定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を

確保していること。 

(四) (三)について、全ての介護職員に周知している

こと。 

(8) 平成二十七年四月から(2)の届出の日の属する月の

前月までに実施した介護職員の処遇改善の内容（賃金

改善に関するものを除く）及び当該介護職員の処遇改

善に要した費用を全ての職員に周知していること。 

 

ロ 経営状況等を理由に事業の継続が著しく困難とな

った場合であって、介護職員の賃金水準（本加算に

よる賃金改善分を除く。）を見直した上で賃金改善

を行う場合には、その内容について都道府県知事に

届け出ること。 

 

ハ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ)   

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1)  イ(1)から(6)までに掲げる基準に適合すること。 

(2) 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

(一) 次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内

容等の要件（介護職員の賃金に関するものを含

む）を定めていること。 

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての

介護職員に周知していること。 

(二) 次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を

策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機

会を確保していること。 

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知しているこ

と。 

(3) 平成二十年十月からイ(2)の届出の日の属する月の

前月までに実施した介護職員の処遇改善の内容（賃金

改善に関するものを除く）及び当該介護職員の処遇改

善に要した費用を全ての職員に周知していること。 

 

ニ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) 

イ(1)から(6)までに掲げる基準のいずれにも適合し、か

つロ(2)又は(3)に掲げる基準のいずれかに適合するこ

と。 

 

ホ 介護職員処遇改善加算(Ⅳ)  

イ(1)から(6)までに掲げる基準のいずれにも適合するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



■割引率を設定する場合について 

 
◆割引率の設定についての留意事項 
・居宅サービス及び介護予防サービスのうち割引率の設定可能なサービスは次の通りとなります。 

訪問介護・介護予防訪問介護、訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護、通所介護・介護予防通所介護、 

短期入所生活介護・介護予防短期入居者生活介護、特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居

者生活介護 

・割引率の設定に関する届出は、毎月１５日以前になされた場合には翌月から、毎月１６日以降になされた場合には翌々

月からの適用となります。割引率の設定を廃止する場合も同様です。 

 

◆割引率の設定届出に関する提出書類一覧 
項  目 必 要 書 類 届出方法 留意点 

割引率の設定 ①変更届出書 

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（各サービスに対応した

もの） 

③指定居宅サービス事業所等による介護給付費の割引に係る割引

率の設定について(別紙５) 

④運営規程 

来 庁  

 

 

（参考資料） 
１ 割引率の設定方法について 
 （１）事業所ごと、介護サービスの種類ごとに「厚生労働大臣が定める基準」における単位に対する百分率による割引率

（○○％）を設定する場合。 

【割引率を設定した場合の保険請求及び利用者負担額（例）】 

「厚生労働大臣が定める基準」で１００単位の介護サービスを提供する際に、５％の割引を行う場合 

（その他地域「１単位＝１０円」の場合） 

 

事業所毎、介護サービス種類毎に定める割引率（５％）を１００単位から割り引いた９５単位を基に、保険

請求額及び利用者負担額が決定される。 

保険請求額 :（１００単位×０．９５）×１０円／単位×０．９＝８５５円 

  利用者負担額:（１００単位×０．９５）×１０円／単位－８５５＝ ９５円 

 

（２）「同じような時間帯に利用者希望が集中するため効率よく訪問できない」などの指摘を踏まえ、ひとつのサービス

種類に複数の割引率を弾力的に設定する場合。 

【具体的な設定方法と要件】 

１ 設定方法 

 イ サービス提供の時間帯による複数の割引率の設定(午後２時から午後４時までなど) 

ロ 曜日による複数の割引率の設定(日曜日など) 

ハ 暦日による複数の割引率の設定(１月１日など) 

 

２ 割引の実施にあたって満たす必要がある要件 

 ① 当該割引が合理的であること。 

 ② 特定の者に対し不当な差別的取扱いをしたり、利用者のニーズに応じた選択を不当に歪めたりする 

ものでないこと。 

 ③ ケアマネジャーによる給付管理を過度に複雑にしないこと。 

 



２ 運営規程の記載例 

  運営規程の利用料を「介護報酬の告示上の額」と定めている事業所は、運営規程の変更届も必要となりま

す。 

 

【訪問介護事業で、百分率による割引率を実施する場合の運営規程作成（例）】 

【割引率５％の場合】 

（利用料等） 

  第○条  指定訪問介護を提供した場合の利用料の額は、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定

に関する基準」から５％を割引いた額によるものとし、当該指定訪問介護が法定代理受領サービ

スであるときは、その１割の支払を受けるものとする。 

  ２  法定代理受領以外の利用料については、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する

基準」から５％を割り引いた額とする。 

 

 

【ひとつのサービス種類に複数の割引率を弾力的に設定する場合の運営規程作成(例)】 

（利用料等） 

  第○条  指定訪問介護を提供した場合の利用料の額は、「指定居宅サービスに要する費用の額の算

定に関する基準」から別添(※)のとおり割引いた額によるものとし、当該指定訪問介護が法定

代理受領サービスであるときは、その１割の支払を受けるものとする。 

  ２  法定代理受領以外の利用料については、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する

基準」から別表のとおり割り引いた額とする。 

    ※運営規程の別添として割引率の適用条件を定めた一覧表を別に作成し添付してください。 

 

３ 別紙５の記載例 

＜別紙＞ 指定居宅サービス事業所等による介護給付費の割引に係る割引率の設定について 

１ 事業所（施設）名 

事業所・施設

名 

 

 

２ 割引率等 

サービス種類 割引率 適用条件 

○○○○ 

 【ザービス名を記入】 

10％ (例)毎日 午後２時から午後４時まで 

5％ (例)日曜日、祝日 

％  

 
 

 


